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室（平成 29 年 11 月末現在）。
（４） 　広報だけでは効果は薄く、弁護士などが受任事件について積極的に ADRの利用を促
すことが必要とも指摘されている。さしあたり、草野芳郎「ADRの現状打開と新たな




ADR８号 43 頁（平成 25 年）、円谷峻＝枝窪歩夢「国民生活センター ADR」仲裁 ADR























（６） 　平成 18 年 10 月 10 日広島市条例第 75 号。本稿で「条例」とは、特に断りがない限
り広島市消費生活条例を指すものとする。
（７） 　平成 19 年３月 30 日広島市規則第 42 号。本稿で「規則」とは、特に断りがない限り
本規則を指すものとする。
（８） 　平成 19 年 12 月 20 日施行。本稿で「施行要領」とは、特に断りがない限り本施行要
領を指すものとする。条例第６章が定める調停については、施行要領第８第５章２に
規定が置かれている。



















（９） 　広島市議会議事録・平成 18 年 10 月５日。ほか審議は、平成 18 年 10 月４日総務委
員会。広島市の消費生活条例は、当時の政令指定都市の中では２番目に遅い制定であっ
た。


































の適用除外を規定して規定しております。」（平成 18 年 10 月２日定例会・竹本輝男市
民局長答弁）と説明されている。





度は、8465 件の相談があり、あっせん件数は 461 件（あっせん率 5.45％）で、
あっせん解決件数は 418 件（あっせん解決率 90.67％）であった。ここ 2、3













平成 25 9709 586 6.04 514 87.71 72 12.29
平成 26 9339 543 5.81 496 91.34 47 8.66
平成 27 8498 479 5.64 407 84.97 72 15.03
平成 28 8465 461 5.45 418 90.67 43 9.33
平成 29 5481 272 4.96 244 89.71 28 10.29
























































































（18） 　規則 30 条関係の細則である。





























































































































手続実施中 39 件、手続終了が 1203 件（和解成立 685 件、和解不成立 390 件、
































平成 21 106 57 26 20 11 31 11 0
平成 22 137 103 53 37 13 76 17 8
平成 23 150 179 122 45 12 147 17 0
平成 24 151 159 84 46 29 120 17 4
平成 25 151 159 82 58 19 139 32 3
平成 26 167 155 83 55 17 132 26 4
平成 27 155 158 94 48 16 123 19 1
平成 28 167 181 103 67 11 148 23 2
平成 29 58 52 38 14 0 51 2 0
※数字は（件）




































































（30） 　内閣府令の平成 29 年改正によって、重要消費者紛争の定義に「特定適格消費者団体
が共通義務確認の訴えを提起できるもの」が加わっていることも、両者の関係を法令
の面から裏付けていると言える。前掲注 24 参照。




















（31） 　平成 29 年 12 月１日現在、16 の適格消費者団体が認定を受けている。消費者庁「全
国の適格消費者団体一覧」< http://www.caa.go.jp/planning/zenkoku.html >





定を受けたのが平成 20 年１月 29 日である。
153 － 広島市消費生活紛争調停委員会の現状と課題（宮永）
− 20 −
度の修正が必要となろう。
　上述のような消費者団体との連携や、訴訟費用の貸付制度の改革（法テラ
スとの調整も必要である）に関する具体的な形態などは、本稿では十分に検
討することができなかった。今後の課題としたい。
